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特集Ⅰ：第一，第二の人口転換の解明に基づいた人口・ライフコースの動向と

将来に関する研究（その１）

「ポスト人口転換期」の出生動向：少子化の経緯と展望

岩 澤 美 帆

Ⅰ.はじめに

日本の合計出生率（合計特殊出生率）が人口置換水準を継続的に下回り始めてから，

2013年で40年が経過した．日本の総人口のうち実に4割以上が「少子化」の時代に生まれ

た世代である．すでに人口置換水準以下の出生率が当たり前になりつつある時代に，なぜ

「少子化」なのかを問うことは極めて難しい．そこで本稿では，そもそも出生力は歴史的

にどのように変動し，どのように説明されてきたのかといった長期的な視点を含めながら，

今日の低出生率が実現した経緯と今後の展望を論じたい．

Ⅱ.出生力転換とその後の出生動向

1. 予想外のベビーブームとその後の出生率低下

古典的人口転換理論では，人口転換の後は自然増加が0となる均衡状態への到達を想定

していたが，人口転換を経験した多くの先進国で，実際にはベビーブームの到来とその後
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日本の低出生力への理解を深め，今後の見通しを探るため，今日の低出生率が実現した経緯と今

後の展望を論じた．古典的出生力転換理論では自然増加が0となる均衡状態への到達を予想してい

たが，実際には予想外のベビーブームとその後の出生率低下を経験した．現在では世界人口の半数

程度が人口置換水準以下の低出生率地域に居住している．こうした出生率の低下は配偶関係や価値

観の変化を伴っており「第二の人口転換」として概念化が試みられている．「第二の人口転換」の

普遍性を確認する中で，低出生率には二つの水準があること，すなわち人口置換水準をやや下回る

程度の地域と，合計（特殊）出生率が1.5を下回るほどの低水準の地域が存在していることが明ら

かになり，後者については，ジェンダーや親族関係に関わる文化的条件（強い家族仮説）や，近代

化のスピード（圧縮された近代），急激な出生率低下がもたらす負のフィードバック（低出生力の

罠）といった側面が要因として指摘されている．続いて，第二の人口転換をもたらした個人化が，

「自立」や「解放」といった望ましい側面ばかりではなく，配偶関係の不安定化が貧困に結びつく

など社会内の格差を拡大させる可能性があることを指摘した．さらに，一時期多くの先進国で低下

していた合計出生率が一部の地域で反転をみせ，超低出生率自体，一時的な現象なのか，それとも

反転が起こりえない本質的な状態なのかが議論された．これを評価するために，出生率の期間指標

がタイミングの変化によって変動する人口学的メカニズムをいかに統制するかを目指して様々な指

標が考案されている．最後に今後の見通しを論じたが，出生率の上限や下限に関する仮説，出生率

が上昇する可能性と下降する可能性，個人化に対する反動として結婚や家族を再評価する動きが出

てきていることなどを紹介した．



の出生率の低下という想定外の事態が起きた．とくに出生率の低下については，純再生産

率に基づく「人口置換水準」という概念が一般的になるにつれ，「人口置換水準以下の出

生率（合計出生率）」below-replacementfertility（Daviseds.1986）（負の人口増加率を

もたらす出生率と死亡率の組合せ（EncyclopediaofPopulation2003）），日本ではいわ

ゆる「少子化」現象（大淵 2004a,p.1）が社会的な関心を集めるようになった．

人口研究の分野では，1960年代以降に次々と観察された人口置換水準以下の出生率をめ

ぐって，こうした水準の出生率をどのように考えるべきなのか，古典的出生力転換と何が

違うのか，こうした現象は特定の地域に特有なのか，それとも普遍的な現象なのかを明ら

かにすることが課題となった．表1を見ると，欧州のほとんどの地域が期間合計出生率

（PTFR）の低下のみならず，コーホート（生まれ年別）の合計出生率（CTFR）が，す

でに人口置換水準を下回っていることがわかる．
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表１ 期間合計出生率（PTFR）が2.1以上であった最終年およびコーホート

合計出生率（CTFR）が2.1以上であった最終生まれ年

国 名 PTFRが2.1以上で
あった最終年

CTFRが2.1以上で
あった最終生まれ年

クロアチア 1966 1944以前
スウェーデン 1967 1937
ルクセンブルク 1968 1935以前
フィンランド 1968 1939
デンマーク 1968 1944
ドイツ 1969 1937
スイス 1970 1939
オーストリア 1971 1940
ベルギー 1971 1941
オランダ 1972 1942
UK 1972 1949
日本 1973 1935以前
ノルウェー 1974 1961
イタリア 1976 1943
ハンガリー 1977 1944以前
ボスニアヘルツェゴビナ 1979以前 1951
ブルガリア 1979 1952
スロベニア 1980 1945以前
ギリシャ 1980 1935以前
チェコ 1980 1951
スペイン 1980 1952
ポルトガル 1981 1951
フランス 1984 1961
リトアニア 1987 1960以前
ラトヴィア 1988 1960以前
ポーランド 1988 1962
スロバキア 1988 1963
セルビアモンテネグロ 1988 1966
エストニア 1989 1945以前
ルーマニア 1989 1961
アイルランド 1990 超過
マケドニア 1993 超過
キプロス 1995 n/a
マルタ 1996 1945
アイスランド 1996 超過
アルバニア 2005 n/a

出所：日本については『人口動態統計』．諸外国については，Smallwoodand
Chamberlain（2005）．



2.「第二の人口転換」の登場

レスタギとヴァン・デ・カーらは，人口置換水準以下の出生率がもたらされる背景とし

て1960年代後半以降，北西ヨーロッパで特徴的に見られた世俗化や自己実現を重視する価

値意識の登場に着目し，それが避妊効率の高い低用量ピルの普及と相俟って，晩婚化や非

婚同棲，離婚の増加，婚外出生の増加をもたらしたと説明した（表2）．こうした家族形

成パターンに関する大きな変化は「第二の人口転換」TheSecondDemographic

Transitionと呼ばれ（LesthaegheandvandeKaa1986），その後，先進国や出生率が低

下しはじめた新興国でも同様の変化が見られていることが指摘されている（Lesthaeghe

2011）．「第二の人口転換」のルーツは，人口経済学者イースタリンの周期的出生力理論の

検討であるという．またアリエスの「子どもの誕生（子どもは王様から夫婦は王様へ）」，

マズロー，イングルハートらの「脱物質主義」といったポスト近代社会論と同じ流れの中

にあると理解されている（Lesthaeghe2010,2011）．また，ヴァン・デ・カー は第二の

人口転換の先に待ち受けるものとして，人口移動による調整を予測している（vandeKaa

2003）．
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表２ 西欧社会における第一，第二の人口転換に関連する人口学的・社会的特徴

FDT
（第一の）人口転換

SDT
第二の人口転換

A.結婚

既婚割合は上昇，初婚年齢は低下 既婚割合は低下，初婚年齢は上昇

同棲は低い水準，もしくは減少 同棲は増加（結婚前，結婚解消後）

離婚は少ない 離婚の増加，早期化

再婚は多い 離別，死別後の再婚はともに減少

B.出生力

高年齢での低下による有配偶出生力の低下，
第1子出生年齢は低下

先送りによるさらなる出生力低下，第1子
出生年齢の上昇，構造的な人口置換水準以
下の出生率

不十分な避妊と望まない出生 効果的な避妊（特定の階層を除く）

嫡出でない出生の減少（10代女性について
はこの限りではない）

（10代の意図しない妊娠ではなく）同棲カッ
プルの出生に起因する婚外出生の増加

婚姻カップルにおける低い無子割合 カップルにおける無子割合の増加

C.社会的背景

物質的欲求：所得，労働条件，住宅，健康，
就学，社会保障．連帯重視

高次の欲求の高まり：自立，自己実現，表
出的仕事や社会化された価値，草の根民主
主義，承認．寛容性重視

政治的，市民的，そして地域社会的ネット
ワークへの参加．社会的結合の強化

市民的かつ地域社会的ネットワークからの
離反．表出的・情緒的社会資本への移行．
社会的結合は弱体化

国家と教会による強い規範的な規制．初期
の世俗化運動，政治的かつ社会的な「柱状
化」

国家の弱体化，戦後の世俗化運動，性革命，
反権威主義．政治的「脱柱状化」

性別役割分業，家族主義的政策，中産階級
化．片稼ぎ家族モデルの普及

性別役割の対称化．女性の経済的自立

順序だったライフコース，慎重な結婚，画
一的家族モデルの席巻

柔軟なライフコース形成，多様なライフス
タイル，不確実性

出所：Lesthaeghe（2010,2011）



「第二の人口転換」が文化や歴史の異なるあらゆる地域で普遍的にあてはまるのかにつ

いては異論もあるものの（Coleman2004），出生率が人口置換水準で下げ止まらずに，そ

れ以下の水準になること自体は世界的な潮流と認識されている（BulataoandCanterline

2001）．実際，2010年時点で世界人口の48％が「人口置換水準以下の出生率」地域に住ん

でおり（UN2011），そう遠くない将来に世界人口の過半数が少子化社会で暮らすように

なるものと思われる．

Ⅲ.ポスト人口転換期の多様性と超低出生力

1.「超低出生力」の登場

1990年代には，国際比較が可能な調査データの蓄積も進み，こうした「第二の人口転換」

の確認作業―「第二の人口転換」は普遍的な現象か？―が進んでいった．その中で，地域

による多様性が発見されていくと同時に「第二の人口転換」で想定されていた「置換水準

をやや下回る」といった想定からは逸脱する極めて低い出生率を経験する地域が登場する．

合計出生率が1.3を下回るような，とりわけ低い出生率は「超低出生力」“lowest-low

fertility”（Billarietal.2002）と呼ばれた．こうした地域は晩婚化や出生の先送りが急

激に起こったことによる「テンポ効果」（後述）が大きいと見られているが，先送りが後

に取り戻されるかを含め，社会の反応は歴史的経路に大きく依存していると考えられてい

る．

レスタギは，合計出生率に影響をあたえる様々な社会変化とその作用の仕方を図1のよ

うにまとめている（Lesthaeghe2011）．
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図１ 第二の人口転換関連要因が合計出生率に与える二つの影響

出所：Lesthaeghe（2011）.



雇用形態における非正規職員の増加やグローバル化の流れの中で，より付加価値が高く

競争力のある職能が求められるようになり，高学歴化やキャリア形成期の長期化が進んで

いる．また，自己実現を重視する意識や未来に対して選択肢を残したい欲求が同時に進ん

でおり，出産を先送りする傾向を後押ししていることが示されている．一方，性別役割分

業意識が弱まり，男性の子育て参加や，政策による公的支援などが進めば，出生の先送り

を取り戻せることも示している．

2.「超低出生力」の説明

先送りされた出生が取り戻される社会がある一方で，低い出生率にとどまる社会がある

のはなぜか．その説明においては，男女の生き方を決めるジェンダー意識や，教育投資や

居住様式，高齢者扶養と関連が深い親子関係に関わる文化的側面に関心が寄せられている．

オーストラリアの社会人口学者のマクドナルドは，ジェンダー意識は社会において一様に

変化するのではなく，しばしば，教育や職場などの公的な領域で先に進み，家庭内におけ

る男女の役割が固定的なままであるとし，そうした社会では出生率が極めて低くなる傾向

を指摘した（McDonald2000）．このような社会には日本や韓国が含まれる．こうした視

座は韓国の社会学者チャンが名付けた「圧縮された近代」“compressedmodernity”

（ChangandSong2010）とも重なるであろう．近代化が急速に進むことによって，新た

に登場した社会経済制度とそれ以前から続く文化的態度などが併存する時期を経験するこ

とになり，それがしばしば家族形成や再生産に不利に作用することになる．日本について

は落合が「家族主義的個人化」（落合 2011）の進展をこの文脈で論じている．また，日本

以外の低出生力の国については，イタリアの社会人口学者ダラズアンナとミッケリーが

「強い家族と低出生力」というテーマで研究をまとめ，生活の様々な面で親や親族との繋

がりが強い（家族主義）社会ほど，現代では低出生力を経験していることを指摘している

（DallaZuannaandMicheli2004）．出産の先送りはリスク回避的行動と見ることができ

る（McDonald2009）．家族主義の社会では，家族は無防備な個人に対して保護を与える

唯一の社会的資源となりやすく，ゆえに家族がリスクになることと表裏一体と言えよう．

他にも佐藤（2008）は，日本におけるいわゆる「カップル文化」の不在が結婚や再生産に

マイナスに作用している可能性を指摘している．今日の少子化は，急激な社会変化の中で

家族が保護役割を十分に果たせなくなっていることを意味している．家族に代わる支援

（高橋 2004,阿藤 2011），家族への支援（松田 2013）双方の充実が求められている．そ

の他，日本を含む東アジアは総じて低出生力を経験しているが，儒教や封建制を取り入れ

た歴史的経緯の違いによって差異があることについて，鈴木（2009）やジョーンズら

（Jonesetal.2009）が詳細に論じている．また，超低出生率地域では，一般に出生力の

高い移民が少ないという事情もある（Kohler,Billari,andOrtega2002）．

なぜこのような低出生力状況が起きるのかということ以外に，低出生力状況からどのよ

うに脱することができるのか，という問題も議論されている．リンドファスらは行動規範

の伝播に着目し，同棲やシングルマザーといった行動について，そうした経験をしている
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人が知人にいるかを調べる調査を通じ，新しい行動パターンが身近な存在になることで規

範が変化している可能性を指摘している（Rindfussetal.2004）．一方，低出生力状況は

一度経験するとフィードバック効果により低出生力状況が加速されるという指摘もある．

例えば，子どもが少なくなることで，子ども向けの商品やサービスが削減され，子育て事

情がますます悪化するといったメカニズムである．これをルッツは「低出生力の罠（low

fertilitytrap）」仮説（Lutzetal.2006）と呼び，こうした負の影響が出る前に出生力が

回復することが重要であると論じている．

Ⅳ.格差の拡大と合計出生率の反転

1.「第二の人口転換」は「自立」「解放」か？

一般に「第二の人口転換」は教育水準の上昇や男女平等，個人を尊重した人間開発が進

んだ社会によりあてはまると捉えられている．こうした地域では，とりわけ女性の経済力

の向上が著しく，加えて，そうした女性の稼得能力が従来のように結婚や出産にマイナス

の効果をもたらすのではなく，むしろ家族形成に有利に作用することがあることも明らか

になりつつある．スウィーニーは米国で女性の稼得能力が，近年，結婚と正の関係を示す

ようになっていることを示している（Sweeney2002）．日本では従来女性の学歴や収入は

結婚にマイナスの影響があることが示されてきたが，2000年代に入り傾向が変わってきて

いることも指摘されている（福田 2012,Fukuda2012）．

しかしながら，一方で，こうした家族形成の変化が進む社会が，「自立 autonomy」

「解放 emancipation」といった輝かしい側面ばかりではないことも注目すべきであろう．

マクラナハンは，20世紀後半に欧米で顕著になった，出生年齢の上昇，母親の就業率の

上昇，離婚の増加，婚外出生の増加に着目し，子どものウェルビーイングという観点から

みると，前者二つはプラスの効果をもち，後者二つはむしろマイナスの効果を持つことを

指摘した（McLanahan2004）．さらに，前者二つは高学歴女性でより多く経験され，後

者二つは低学歴層の女性により多く経験されていることから，第二の人口転換における変

化のうち，子どもに有利な変化は社会経済的に恵まれた層で経験され，不利な変化は資源

に恵まれていない層で経験されるといったことで，社会的格差が拡大する方向に働いてし

まうことを危惧する．またペレリ－ハリスらは，欧州における同棲経験者の社会経済的属

性を分析し，社会経済的資源に恵まれていない人ほど同棲を経験しやすい傾向を明らかに

した（Perelli-Harrisetal.2010）．日本でも離婚，同棲，婚前妊娠結婚，婚外出生が学

歴の低い層に集中する傾向が確認されている（RaymoandIwasawa2008,Raymoetal.

2009,岩澤・三田 2010,Raymoetal.2013）．このように「第二の人口転換」は女性の

エンパワーメントがドライブになっている面がある一方で，社会的弱者がさらに生活基盤

を弱化させる側面も併せ持つ．
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2.「超低出生力」は本質的か一時的現象か？

合計出生率が1.3を下回る超低出生率の出現や「低出生力の罠」など，20世紀終盤は出

生率の見通しに関する悲観的論調が優勢であった．しかしながら1990年代後半以降，イタ

リアにおける出生率回復を皮切りに（CastiglioniandDallaZuanna2009），東欧・中欧

の落ち込み後の回復など（Sobotka2011），超低出生力を経験した国々で相次いで合計出

生率が反転し，「超低出生力の終焉」（Goldsteinetal.2009）とも言うべき潮流が形成さ

れた．日本については2005年に合計出生率が1.26を記録したが，その後反転上昇し，2013

年には1.43となっている．こうした合計出生率の反転はなぜ起こったのか．南欧など欧州

について分析した研究によれば，晩産化の進展が止まり（人口学的にはテンポ効果の消滅

とみなせる），出生力の高い移民が増加したこと，景気の回復，子育て支援の増進，とく

に両立支援政策の拡充などが要因として指摘されている（CastiglioniandDallaZuanna

2008,Billari2008,Goldsteinetal.2009,Caltabianoetal.2009）．また南欧では，本来，

再生産に有利であった家族主義的な南部地域よりも，西欧諸国に特徴的な家族ライフスタ

イルが急激に普及している北部地域で出生率の回復が著しいことが指摘されている

（CastiglioniandDallaZuanna2009）．日本についても，都道府県別の出生率変化を説

明する要因を分析したところ（岩澤・金子 2011），晩産化の停止，景気の回復，外国人の

増加が2005年以降の期間合計出生率上昇の一翼を担っていることがわかった．さらに，第

1子や第2子の出生率上昇は家族主義を示す三世代家族世帯割合が低いほど高いなど，南

欧で確認された“家族主義と出生率との負の関係”が日本でも指摘できる結果が得られて

いる．

出生率の低下には社会制度や政策，経済状況の変化が大きくかかわっているが，ここで

は，人口学的に重要なメカニズムである，晩産化によるテンポ効果とその消滅について，

もう少し詳しく述べる．

3. テンポ効果をめぐる人口学的分析

超低出生率と人口減少に対する社会的関心の高まりの中で，人口学的説明も大きく貢献

し，出生率指標をめぐる研究の深化が起きた．出生力指標には様々なものがあるが，女性

人口の規模と年齢構造の違いに依存しない合計出生率（合計特殊出生率）が総合指標とし

て最もよく参照される．これは女性の年齢別出生率を再生産年齢とみなすことができる15

歳から49歳までについて合計した数値である．さらに，同じ年次の15歳から49歳までの年

齢別出生率を用いる場合と，t年の15歳出生率，t+1年の16歳出生率，…，t+34年の49歳

出生率を合計する場合があり，前者が期間合計出生率，後者がコーホート合計出生率と呼

ばれる．この二つの指標は，中長期的に子どもの生み方に変化がないときは，ほぼ同水準

を示すが，世代ごとに晩産化していたり，反対に出生年齢の早期化が起きている場合は，

水準に差が生じ，期間指標の動向の解釈が難しくなる．世代ごとの出生年齢パターンが高

齢にシフトする晩産化が起きている場合，たとえ，コーホート合計出生率に変化が生じて

いなくても，期間合計出生率は一時的に低下する．このような変動はテンポ効果あるいは
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タイミング効果と呼ばれ，テンポ効果によらない合計出生率の変動を「量」を表す言葉を

用いてカンタム効果と呼び，概念上区別する．出生力転換が完了した地域では，多くの場

合このような晩産化が起きており，従って，期間合計出生率の一時的な落ち込みとその回

復は，一部あるいは大部分がこのようなテンポ効果の発生と消滅によって説明される．期

間合計出生率の低下にテンポ効果が含まれるなら，その分を足すことによってテンポ効果

が無かった場合の合計出生率の水準が示せるのではないか．このような発想から，平均出

生年齢の変化率を使って期間合計出生率を調整した指標をボンガーツとフィーニーが考案

し，テンポ調整合計出生率が提案されている（BongaartsandFeeney1998,2005）．し

かしながら，実際の年齢別出生率のパターンの変化は，平均出生年齢の変化率といった単

純な指標で一元的に表すことができるものではなく，この指標が仮定している条件に実際

のデータが合わないことも多いことから，こういった単一指標によるテンポ効果の分離は

不可能であるとの見方もある（ImhoffandKeilman2000）．

近年では，出生順位別出生ハザード（各出生順位出生を経験していない女性をリスク人

口とした場合の当該出生の生起率）を用いた出生力表fertilitytable（死亡を事象とする

生命表lifetableの考え方を出生に応用したもの）に基づいた合計出生率がテンポ効果を

ある程度緩和することが示されている（RalluandToulemon1994,Yamaguchiand

Beppu2004,BongaartsandSobotka2012）．この出生力表に基づく合計出生率は，「あ

る年の出生順位別年齢別“ハザード”に従って女性が子どもを出生した場合に実現する合

計出生率」と解釈される．日本についても出生力表に基づく合計出生率を算出してみたと

ころ，水準に関しては，期間指標の年次に29歳である女性のコーホート合計出生率をやや

下回るものの，期間合計出生率よりは高い水準で推移していることがわかった（岩澤・金

子 2013）．また2005年以降は，期間合計出生率と同様，それまで低下していた傾向が一転

して上昇し，2010年前後には，コーホート合計出生率と出生力表に基づく期間合計出生率

がほぼ同水準になっていた．すなわち，これまで両者の差をもたらしていたテンポ効果が

2010年頃までにほぼ消滅していることを意味する．こうしたテンポ効果による落ち込みと

その後の反転は欧州各国でも観察されている（Goldsteinetal.2009,Sobotka2011,

BongaartsandSobotka2012）．ただし，テンポ効果の消滅だけで近年の出生率上昇がす

べて説明できるわけではなく，実質的な行動変化が起きている可能性も指摘されている

（金子 2010）．そもそも，テンポ効果とカンタム効果は独立とは限らず，むしろ出生年齢

の高齢シフトは完結レベルの低下を伴うことが多い．これはテンポ－カンタム相互作用

（tempo・quantuminteraction）（Billarietal.2002）と呼ばれる．もし現在，出生年齢

の若年シフト，すなわち早産化が起きているとすれば，完結レベル，すなわちコーホート

合計出生率そのものが若いコーホートで上昇することも十分にあり得る．実際，先進国の

いくつかの国では，コーホート合計出生率での反転をも予想される事態となっている

（Myrskyl�aetal.2013）．このほか，たとえ完結レベルは不変でも，出生のテンポの早ま

りは，マクロな出生数を増加させることで中長期的に人口規模にプラスの効果をもたらす

ことも重要である（Lutzetal.2003,金子 2007,岩澤 2007）．
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Ⅴ.出生力の将来見通しに関する議論

1. 出生率の下限と上限

出生力は今後どのような推移を見せるのであろうか．最初に出生率の下限と上限に関す

る議論を振り返ってみよう．フォスターは出生力の下限について，社会生物学的観点から

興味深い説明をしている（Foster2000）．すなわち，近代社会の成立によって性と生殖の

分離が可能になったが，人間は養育したい欲求，そして養育されなければならない特徴が

あり，少なくとも1人の子どもをもつという「下限」があるのではないか，というもので

ある．では，実際はどの程度なのだろうか．前節でも論じたように，期間合計出生率はテ

ンポ効果によって変動するので，ここではコーホートの完結レベルについて取り上げる．

まず下限についてであるが，ゴリーニは20～30％の女性が生涯無子で，残りが一人しか生

まない場合，合計出生率は0.7～0.8になるとの計算結果を示している（Golini1998）．し

かし3割という無子割合に今のところ根拠はない．少なくとも，2010年時点ではあらゆる

国でコーホート合計出生率は1.3を上回っている（Myrskyl�aetal.2013）．

一方最大値については，人間の出生力の潜在力は，生物学的には特異なほど高いと見ら

れている（大塚（他）2002）．ただし，近代社会は複雑化した環境に適応するために高い

人的投資が求められるようになっており，数の多さよりも質の高さを重視する再生産戦略

がとられている．したがって潜在力の高さが完結レベルの高さに結びつく可能性は薄い．

むしろ完結レベルの動向に影響するのは生殖補助医療の効果であろう．オランダでは人工

授精を含めると，最近の出生の7％が不妊治療が関与したものであり，比較的高いと言わ

れるオランダ女性の出生力に貢献していると見られている（Sobotka2008）．第1子出生

年齢が高齢にシフトしていく中で，出生可能年齢の上限がこうした生殖補助医療によって

延長されることがあれば，前節で示したテンポ－カンタム相互作用による抑制効果が緩和

されることになり，完結レベルが引き上げられることになるであろう．さすれば，女性の

選択肢は一層拡大し，生物学的制約から解放される時代が来るのかもしれない．ただし，

こうした見方については，むしろ女性が生殖補助技術に振り回されることになるとの懸念

も示されている（NeyerandBernardi2011）．

2. 人口転換理論が見通せなかった将来をどう読むか

最後に今後の出生率の上昇要因・低下要因を大淵（2004b），Lutz（2006）等の議論を

参考に整理してみたい．

� 出生率上昇の可能性

まず，（コーホートの）合計出生率上昇の可能性について考えてみたい．

有力な概念にホメオスタシス理論がある．ホメオスタシス（恒常性）は，本来，生体が

外的な環境変化に合わせて生体内の環境を一定の状態に保とうとする機能を有することを
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表した生理学の概念であるが，その後社会変動の説明にも転用されている．これを再生産

に応用すれば，人間の文明はより進んだ段階に進む過程で，一時的には人口再生産が困難

な時期を経験するが，いずれ調整が進んで安定した再生産システムを回復するというもの

である．しかしこの概念を生かすためには，変化の時間軸およびメカニズムについてより

具体的に特定する必要がある．

低出生力状態は持続しないことを想定するものには，ほかに循環理論がある．イースタ

リンは世代間相対所得仮説において，生まれた時，経済状態が悪かった（親の所得が低い）

子世代は人口規模が小さく，その世代が大人になると相対的に所得が高くなるため，親世

代より子どもも多く生むことで低出生力世代と高出生力世代とが入れ替わることを提示し

た（Easterlin1980）．ただし，こうした出生率の循環はアメリカでも半分のサイクルが

確認されたのみであり，理論通りに循環が観察されるケースはまれである．出生率の変動

には様々な要素が絡んでいるため，純粋に一つのメカニズムだけを検証することが難しい

という事情もある．

そのほか効果的な出生力促進政策も多くの研究者や政策立案者が期待するところではあ

るが，どの時代，どの地域にも効果的な確実な政策はない，というのが専門家の間で一致

した見方であろう．ただし，近年の研究の蓄積により，子どもの数だけでなく子どもを生

むタイミングに働きかける政策が有効であることが認識されている．教育期間の短縮化と

いった政策が，出生年齢の若年化を通じて出生にプラスに寄与することが指摘されている

（LutzandSkirbekk2004,金子 2007）．その他，国家・民族間の競争心が出生力を増進

する（敵対する地域は両者とも高い）という仮説もあるが，近年の欧州の例を見ると，敵

対する地域では両地域ともに出生率が激減しており，仮説の有効性は低い（Lutz2006）．

� さらなる低下の可能性

一方，出生力のさらなる低下を予見させる要素も少なくない．最も大きな潮流には個人

主義の普及がある．我々の社会は，親族・家族や地縁社会に基づき，個人の嗜好が制限さ

れていた生活から，自由を重視する匿名的な個人が開放的な構造の中で暮らす社会へと変

化してきた．その結果，誰もが結婚し，それを継続し，子をもつライフコースが主流では

なくなりつつある．また，流動性が高まる中で，子どもを持つといった比較的将来の選択

肢を狭める意思決定を若者が先送りにする傾向も強い．こうした個人主義の潮流は，出生

力低下に結びつく具体的な現象に波及する．ルッツが 7つの側面を指摘しているので

（Lutz2006），それを簡単に紹介したい．

1） 一つ目は女性の経済的自立である．女性の経済的自立，とくに雇用労働者化が進むに

つれ，出生力は下がってきた．ただし，近年では子育てと就業の両立に関する公的な

支援あるいは民間によるサービスが充実することで，女性の就業が出生の阻害要因と

なりにくい先進諸国（フランスや北方諸国）も登場している．

2） 2つめは結婚の不安定化である．女性の経済的自立や社会の流動性の増加がカップル
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の解消の促進要因となっている．親の離婚が子どもに否定的な影響をあたえると考え

る人は，不安定な関係の中では子どもを持とうとしないであろう．一方，離婚の増加

は再婚の機会を増やし，新たに形成されたカップルが子どもを持つことを促す可能性

がある．ただし，実際に出生力全体に対して明確な効果が認められたケースはほとん

どない．

3） 大衆消費社会も出生力にはマイナスの効果をもたらすと考えられている．余暇や嗜好

品の追求によって自分自身の「楽しさ」が重視される社会では，子育ては「負担」が

多く，そうした「楽しさ」を阻害するものになりかねない．子育てそのものが「楽し

さ」になるか，子育てにまつわる「負担」が小さくなることがない限り，人々は子ど

もを持とうとは思わない．

4） 先進国の人々は，避妊に関する知識を持ち，そうした手段にアクセス可能であるにも

関わらず，未だに多くの妊娠・出生が意図しないものである．仮に，完璧な効率を誇

る避妊法が今後普及すれば出生力は今よりも低下する余地が残されている．

5） 少子化を経験した多くの国では，実際の出生率が2を下回る一方で，理想的な子ども

数は平均で2を上回るという調査結果を示してきた．この理想子ども数と現実の子ど

も数との差の存在が，人々が希望する子ども数を持てることを目的とした支援政策の

根拠となってきた．しかし2000年代に入り，ドイツ語圏の調査で衝撃的な結果が報告

された．理想子ども数が2を大きく下まわったのである．理想子ども数は変化しない

という楽観的見込みは今日大きく後退しつつある．現実の出生率が低下すると，それ

を見た次の世代が理想子ども数自体を現実に引きよせて低く考えることがあり得，負

のスパイラルが指摘されている（Goldsteinetal.2003）．

6） 人口過密地域における環境汚染といった要因も，人間の生殖能力に悪影響を与えてい

ることを示す結果が蓄積されているほか，喫煙やストレスといった要因も不妊のリス

ク要因と見られている．

7） そして，あらゆる生活のレベルで経済的なグローバル化が進み競争的傾向が強化され

ていることも出生力にはマイナスの影響を与えることが予想される．競争的なグロー

バル社会では，教育投資が必須で有り，突発的な移動にも対応し，時間にかかわらず

働く必要がある．いずれも安定的なパートナー関係や子育てには不利な状況である．

たとえ人々が子どもを持ちたいと思っていても，両立ができない状況では決断が先送

りされる．こうしたグローバル化の潮流は，今のところ抑制される気配がないどころ

か加速する傾向にある．出生力が回復するためには，個人の自由や効率性といった今

日的価値観と矛盾しない家族との生活や子育ての方策が見つかるか，価値観そのもの

の転換が起こることを期待するしかさなそうである．
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Ⅵ.結語

最後の節で述べた，先進国においてさらなる出生率低下を招きうる潮流は，いずれも多

くの人が自由やより快適な暮らしを望んだ結果であり，こうした中で出生力が反転する可

能性は少ないもののように思われる．しかし，こうした社会では子どもを含む脆弱な個人

を誰が支えるのかが共通の課題となっている．従来脆弱な個人は，社会制度としての結婚

で結びついた家族で支えられてきたが，転換が進むにつれ，公共のサービスや市場に担わ

れる部分が大きくなってきている．しかしその先に家族が不要な社会が来るのかといえば，

そうとも言えない．むしろ結婚離れがある程度進んだ近年の北米や欧州を見ると，同棲よ

りもコミットメントが強固で生活が安定する結婚を再評価する動きや（Waiteand

Gallagher2002,Cherlin2004,Kowaleski-JonesandWolfinger2006），実際に北欧で

は婚姻率が再上昇するなど（Ohlsson-Wijk2011），親密な関係を強化することに対する

期待は決して失われていないように思われる．日本でも，2000年頃まで増えていた，生涯

独身であることや離婚に対する肯定的意見が，その後減少に転じるなど，結婚や家族に対

するイメージが変化している（釜野 2013）．ただし，それが行動の変化，すなわちコーホー

ト合計出生率の反転上昇をもたらすまでには至っていない．国立社会保障・人口問題研究

所の将来推計人口における出生率中位仮定に基づく見通しによれば（国立社会保障・人口

問題研究所 2012），50歳までに結婚する女性の割合は1940年生まれ女性では95％を超えて

いたが1975年生まれでは83％と10ポイント程度低下することが予想されている．そして初

婚どうし夫婦の平均完結出生児数は2.18から1.78まで低下し，その結果，コーホート合計

出生率も2.04から1.4程度にまで低下することになる．今日の状況が続けば，これに続く

世代も概ねこのような水準の出生力を示すと見られるが，新たな世代で変化が起こりえな

いということでもない．本研究で示してきたように，出生率の歴史は，常に想定外の歴史

であったということに我々は留意しておく必要がある．
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FertilityTrendsinPost-transitionalSocieties:ProcessandProspectsof
Below-replacementFertility

MihoIWASAWA

Togiveaninsightintothefutureoflowfertilitysocieties,Iintroducetheprocessoffertilityde-

clineandexplanationsthereof.Althoughtheclassicfertilitytransitiontheoryassumesthatasociety

reachesastaticphaseinwhichitsnaturalincreaseiszero,inreality,unexpectedbabyboomsand

fertilitydeclineshaveoccurred.Today,halfoftheworldpopulationlivesinareaswithsub-

replacementfertility.Thisfertilitydeclineisaccompaniedbychangesinrelationshipbehaviorsor

values,andthisisconceptualizedastheseconddemographictransition(SDT).Verylowfertility

withTFRof1.5orlessischaracterizedbyagenderasymmetrysystem,astrongfamilysystem,

compressedmodernity,andnegativefeedback,knownasthelowfertilitytrap.Ontheotherhand,

individualismobservedintheSDTreflectsnotonlyautonomyoremancipationbutalsoaccelera-

tionofsocialstratificationderivedfromtheinstabilityofcouplerelationshipsorpoverty.Whether

theobservedverylowfertilityisatemporalphaseorpermanentisexaminedthroughdemographic

analysisconsideringfertilitytiming.Forfuturefertilitytrends,hypothesesregardingtheupperor

lowerlimitofthefertilitylevelandnewfamilyvalues,analternativetoindividualism,aredis-

cussed.


